









































第 1 章 犯罪者プロファイリング研究の概要と課題  
第 1 節 犯罪者プロファイリングの歴史  




ァイリングは広く認知され，その後の FBI による系統的な研究へと繋がっていく。  











推定，地理的プロファイリングの 3 つの手法に焦点を当てている。  
















































第 2 章 実証的研究  
第 2 章では，3 つの調査研究により，第 1 章で述べた各分析手法の課題を検討した。  




研究に用いるデータとして，2004 年から 2010 年までの間に，T 県で 2 ヵ所以上の住居を対象
とする連続侵入窃盗事件に及んで検挙された 33 名について，各被疑者の事件の一覧表から，発生
日と発生場所が異なる事件を無作為に 2 件ずつ，計 66 件を抽出した。抽出した 66 件の事件につ























第 2 節 犯罪手口による犯人像推定（調査研究 2）  
調査研究 2 では，住居対象侵入窃盗犯について各犯人属性の予測に有用な犯罪手口を選択し，
それらの組み合わせによる予測を検討した。  
研究に用いるデータとしては，郊外に位置する 5 つの県において，2004 年から 2010 年までの
間に，5 ヵ所以上の住居を対象とする連続侵入窃盗事件に及んで検挙された 305 名に関する事件
資料を収集した。  
分析に使用する変数は，犯人属性に関する 17 変数（たとえば，犯行時年齢，性別，職業など）










第 3 節 拠点推定モデルの実用性向上に関する研究（調査研究 3）  
第 2 章第 3 節（調査研究 3）では，日本で実用化が進められている幾何学領域モデルについて，
犯行時の交通手段を応用した手法の洗練化を検討した。  
研究に用いるデータとしては，郊外に位置する 5 つの県において，2004 年から 2010 年までの




























第 3 章 研究成果の実装：居住地推定支援プログラム（ORPP）の開発  
第 3 章では，調査研究 3 の研究成果に基づいて著者らが開発した，居住地推定支援プログラム
（ORPP: Offender’s Residence Prediction Program）を紹介する。  
第 1 節 ORPP の概要 
ORPP は，5 ヵ所以上で連続して発生した住居対象侵入窃盗事件について，発生場所の緯度経度





第 2 節 ORPP による居住地推定の妥当性（調査研究 4）  
調査研究 4 として，ORPP による居住地推定の妥当性について，アルゴリズムの構築に用いて
いない新規のデータを用いた検証を行った。  
研究に用いるデータとして，調査研究 3 が対象とした 5 つの県で 2011 年から 2012 年までの間
に 5 ヵ所以上の住居対象侵入窃盗に及んで検挙された被疑者（45 名）について，犯行期間中の居







第 4 章 総括と展望  
第 1 節 本論文の総括  





















































第 4 節 捜査支援のさらなる発展を目指して  
本論文は，実証的な研究を通して実用性の向上に向けた課題の克服を検討するとともに，研究
成果の実装と現場への提供を行うことの重要性を強調するものである。  
特に犯罪者プロファイリングに関する研究開発は，捜査経験のない開発者によって行われるケ
ースが多いと考えられることから，開発途中の段階であっても実際に動作するものをユーザーに
提供し，フィードバックを取り入れた開発と更新版の提供を繰り返すことで，主なユーザーと想
定される捜査部門の警察官と一緒にソフトウェアを作り上げていく手法が適していると考えられ
る。  
ただし，そうしたソフトウェア開発は，自動的に被疑者を割出すシステムの構築を目指すもの
でなく，事件に対する理解の促進と捜査における意思決定を支援する「意思決定支援システム」
を目指すものである。したがって，「意思決定支援システム」が出力する結果を活用するためには，
アルゴリズムの理論的背景について解説した資料の提供も必要となるだろう。  
また，研究成果を現場へ提供する方法としては，警察職員を対象とした講義に活用することも
提案されており，推定規則のトレーニングを受けた人間による推定精度と統計的分析やソフトウ
ェアによる推定精度を比較する研究が行われている。現在までのところ，実証的な研究成果の応
用として，人へのトレーニングとコンピュータ・プログラムのどちらがより有効かという問題に
ついては明確な結論は出ていない。したがって今後は，日本においてもトレーニングを受けた人
間とコンピュータ・プログラムを比較する研究を行う必要があるといえよう。  
犯罪者プロファイリングは，犯罪捜査への貢献を使命とする技術であり，研究成果の蓄積と成
果の実装は，手法の発展を支える両輪として，常に並行して行われるべきものである。したがっ
て，研究成果が論文として他の研究者の査読を受けることで洗練され，広く批評を受ける価値の
あるものとして公表されるように，今後は公表された研究成果についてもソフトウェアや講義資
料などの形で提供し，捜査支援を行う実務家や捜査員の批評を受けて洗練していくことが求めら
れるだろう。  
